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６．積立金の明細
（単位：円）

（注）前中長期目標期間最終年度の積立金残高は2,097,663,264円であり、これに前中長期目標期間繰越積立金767,309,356円及び前中長期目標期間の最終年度の未処分利益

　　609,308,472円を加えると積立金3,474,281,092円となる。

　　　この積立金3,474,281,092円のうち、今中長期目標期間の業務の財源として繰越の承認を受けた額は3,442,105,835円であり、差し引き32,175,257円については国庫に納付して

　　いる。

　　　繰越額3,442,105,835円については、以下の内容で繰越の承認を受けている。

　　　① 自己収入により取得した固定資産の未償却残高 702,132,722円

　　　② 経過勘定等の計上による利益　2,098,591,952円

　　　③ 独法化時承継負債の収益化等　641,381,161円

７．目的積立金等の取崩しの明細
（単位：円）

８．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

　ア）損益計算書に計上した費用の額：135,334,275,844

　イ）自己収入に係る収益計上額：6,048,092,890

（廃棄物処理処分負担金収益：3,667,191,630、雑益：1,120,702,938,ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設収入：474,368,221、

　その他の収益：785,830,101）

　ウ）資産の取得額：8,622,876,503

（建物：488,647,972、機械・装置：681,396,688、工具・器具・備品：2,528,052,605、建設仮勘定：2,808,623,050、

　その他の資産：2,116,156,188）

  エ）非償却資産の取得額：3,969,361

（敷金・保証金：3,969,361）

前中長期目標期間繰越積立金

計

767,309,356 中長期目標期間終了に伴う期首残高の積立金振替

767,309,356

金額 摘　　要

前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償
却費及び除却相当額の取崩し等

前中長期目標期間繰越積立金

計

7,480

区 分

日本原子力研究開発機構法第２１条第４項積立金

平成２８年４月１日付けで国立研究開発法人量子科学技術研究開
発機構へ一部業務が移管されることに伴う移管対象拠点（高崎拠
点）で計上された研究施設等廃棄物処分収入（平成１９年度から平
成２６年度計上額）の埋設処分業務勘定から一般勘定への繰戻し
額に係る取崩し

1,040,713,543

7,480

計 1,040,713,543

前中長期目標期間繰越積立金取崩額

日本原子力研究開発機構法第２１条第４項積立金取崩額

その他

摘　　要

7,480 22,502,777,901

3,474,281,092 0

当期増加額　通則法第４４条第１項積立金
　　　　　　　　 からの振替額
当期減少額　７．目的積立金等の取崩し
　　　　　　　　 の明細を参照　1,808,022,899
　　　　　　　　 前年度の損失処理額
　　　　　　　　　　1,393,051,939

当期増加額　前年度の利益処分
当期減少額　７．目的積立金等の取崩し
　　　　　　　　 の明細を参照

当期増加額　前年度の利益処分額
当期減少額　前中長期目標期間繰越
　　　　　　　　 積立金　3,442,105,835
　　　　　　　　 国庫納付金　32,175,257

3,969,361 137,913,028,818 5,780,566,182

合計 0 143,693,595,000 129,286,182,954 8,622,876,503 3,969,361 137,913,028,818 5,780,566,182

平成２７年度 0 143,693,595,000 129,286,182,954 8,622,876,503

区　　分 金　　額 内　　　　訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 129,286,182,954

資産見返
運営費交付金

8,622,876,503

資本剰余金 3,969,361

 計 137,913,028,818

2,160,361,295 3,442,105,835 3,201,074,838 2,401,392,292

区 分

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

前中長期目標期間繰越積立金

日本原子力研究開発機構法第２１条第４項積立金 20,652,023,703 1,850,761,678

通則法第４４条第１項積立金 2,097,663,264 1,376,617,828

当　期　振　替　額

期末残高
運営費交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　　計

（職員等給与費：31,734,314,218、修繕費：19,920,503,872、役務費：14,965,477,817、その他の経費：68,713,979,937）
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○一般勘定及び電源利用勘定から埋設処分業務勘定への資金の流れ

国

一般勘定 電源利用勘定

埋設処分業務等

執 行

埋設処分業務勘定
第21条第4項

積立金

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

交 付

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第20条第2項及び国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構の監査報告の作成、監事の調査の対象となる書類、会計の原則、短期借入金の認可の申

請手続、埋設処分業務に係る財務及び会計、内部組織並びに管理又は監督の地位等に関する省令

第5条に基づく繰入
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○一般勘定及び電源利用勘定から埋設処分業務勘定への資金の流れ

国

一般勘定 電源利用勘定

埋設処分業務等

執 行

埋設処分業務勘定
第21条第4項

積立金

国立研究開発法人

日本原子力研究開発機構

交 付

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構法第20条第2項及び国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構の監査報告の作成、監事の調査の対象となる書類、会計の原則、短期借入金の認可の申

請手続、埋設処分業務に係る財務及び会計、内部組織並びに管理又は監督の地位等に関する省令

第5条に基づく繰入 
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【　一　　般　　勘　　定　 】
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（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：48,711,798,689

イ）自己収入に係る収益計上額：1,177,242,312

（雑益：768,921,198、共同施設利用収入：135,871,693、廃棄物処理事業収入：48,292,488、

その他の収益：224,156,933）

ウ）資産の取得額：1,890,713,855

（工具・器具・備品：940,458,308、ソフトウェア：181,795,685、構築物：181,063,378、建設仮勘定：393,752,004、

その他の資産：193,644,480）

エ）非償却資産の取得額：3,969,361

（敷金・保証金：3,969,361）

（３）運営費交付金債務残高の明細

(単位：円）

８．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

52,058,627,000

運営費交付金収益

47,534,556,377

小　　計
期末残高

2,629,387,407

2,629,387,4071,890,713,855

区　　分 金　　額

3,969,361

3,969,361

49,429,239,593

49,429,239,593

○全ての業務で費用進行基準を採用している。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、翌事業年度への契約済繰り越し、契約差額が生じたことによる経費の
減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り翌事業年度に繰り越したもの及び前払い金等経過
勘定によるもの。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。)
なお、本事業年度に実施すべき業務については、一部契約済繰り越しが発生しているが、中長期計画で予定した

業務に影響を与えるものではない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化等する予定である。

平成２７年度
費用進行基準を採用し
た業務に係る分

2,629,387,407

0

内　　　　訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益

残高の発生理由及び収益化等の計画

資産見返
運営費交付金

交付年度　 運営費交付金債務残高

（職員等給与費：16,386,043,567、雑給：5,327,460,756、役務費：4,251,987,952、その他の経費：22,746,306,414）

資産見返
運営費交付金

資本剰余金

資本剰余金 3,969,361

 計 49,429,239,593

合計

期首残高

0

交付金
当期交付額

52,058,627,000

交付年度

平成２７年度

当　期　振　替　額

1,890,713,855

47,534,556,377

47,534,556,377 1,890,713,855
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（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

　ア）損益計算書に計上した費用の額：48,711,798,689

　イ）自己収入に係る収益計上額：1,177,242,312

（雑益：768,921,198、共同施設利用収入：135,871,693、廃棄物処理事業収入：48,292,488、

　その他の収益：224,156,933）

　ウ）資産の取得額：1,890,713,855

（工具・器具・備品：940,458,308、ソフトウェア：181,795,685、構築物：181,063,378、建設仮勘定：393,752,004、

　その他の資産：193,644,480）

 エ）非償却資産の取得額：3,969,361

（敷金・保証金：3,969,361）

（３）運営費交付金債務残高の明細

(単位：円）

８．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

52,058,627,000

運営費交付金収益

47,534,556,377

小　　計
期末残高

2,629,387,407

2,629,387,4071,890,713,855

区　　分 金　　額

3,969,361

3,969,361

49,429,239,593

49,429,239,593

○全ての業務で費用進行基準を採用している。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、翌事業年度への契約済繰り越し、契約差額が生じたことによる経費の
　 減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り翌事業年度に繰り越したもの及び前払い金等経過
　 勘定によるもの。
　 （注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。)
　　なお、本事業年度に実施すべき業務については、一部契約済繰り越しが発生しているが、中長期計画で予定した
　 業務に影響を与えるものではない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化等する予定である。

平成２７年度
費用進行基準を採用し
た業務に係る分

2,629,387,407

0

内　　　　訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益

残高の発生理由及び収益化等の計画

資産見返
運営費交付金

交付年度　 運営費交付金債務残高

（職員等給与費：16,386,043,567、雑給：5,327,460,756、役務費：4,251,987,952、その他の経費：22,746,306,414）

資産見返
運営費交付金

資本剰余金

資本剰余金 3,969,361

 計 49,429,239,593

合計

期首残高

0

交付金
当期交付額

52,058,627,000

交付年度

平成２７年度

当　期　振　替　額

1,890,713,855

47,534,556,377

47,534,556,377 1,890,713,855
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【　電　源　利　用　勘　定　】
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６．積立金の明細
（単位：円）

７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

ア）損益計算書に計上した費用の額：86,622,477,155

（修繕費：16,254,263,147、職員等給与費：15,348,270,651、役務費：10,713,489,865、

その他の経費：44,306,453,492）

イ）自己収入に係る収益計上額：4,870,850,578

（廃棄物処理処分負担金収益：3,667,191,630、ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設収入：474,368,221、

雑益：351,781,740、その他の収益：377,508,987）

ウ）資産の取得額：6,732,162,648

（建物：401,802,325、機械・装置：615,143,923、工具・器具・備品：1,587,594,297、

建設仮勘定：2,414,871,046、その他の資産：1,712,751,057）

（３）運営費交付金債務残高の明細
(単位：円）

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）施設費の明細
(単位：円）

(注）当期交付額については、不用による国庫返還金を除いて計上している。

（2）補助金等の明細
(単位：円）

前年度の損失処理による減少

合計 0 91,634,968,000 81,751,626,577 6,732,162,648 0 88,483,789,225 3,151,178,775

交付年度　 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成２７年度
費用進行基準を採用し
た業務に係る分

3,151,178,775

○全ての業務で費用進行基準を採用している。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、翌事業年度への契約済繰り越し、契約差額が生じたことによる経費の
減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り翌事業年度に繰り越したもの及び前払い金等経過
勘定によるもの。
（注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。)
なお、本事業年度に実施すべき業務については、一部契約済繰り越しが発生しているが、中長期計画で予定した

業務に影響を与えるものではない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化等する予定である。

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当　期　振　替　額

期末残高
運営費交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　 計

平成２７年度 0 91,634,968,000 81,751,626,577 6,732,162,648 0 88,483,789,225 3,151,178,775

金　　額 内　　　　訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 81,751,626,577

資産見返
運営費交付金

6,732,162,648

資本剰余金 0

計 88,483,789,225

区　　分

期末残高期首残高 当期増加額

区　　　　　　分

日本原子力研究開発機構
施設整備費補助金

区　　　　　　分 当期交付額
資産見返
補助金等

資本剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 1,393,051,939 0 1,393,051,939

革新的実用原子力技術開発費補助金 97,028,292

収益計上 預り補助金等

摘　　　　要当期交付額

1,374,990,483

建設仮勘定
見返施設費

1,341,173,000 0 33,817,483

0 0 0 97,028,292 0

資本剰余金 その他

左の会計処理内訳

区 分 当期減少額

0

左の会計処理内訳

摘　　　　要
建設仮勘定

見返補助金等

摘　　要
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６．積立金の明細
（単位：円）

７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細

①平成２７年度交付分 （単位：円）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務

②当該業務に係る損益等

　ア）損益計算書に計上した費用の額：86,622,477,155

（修繕費：16,254,263,147、職員等給与費：15,348,270,651、役務費：10,713,489,865、

　その他の経費：44,306,453,492）

　イ）自己収入に係る収益計上額：4,870,850,578

（廃棄物処理処分負担金収益：3,667,191,630、ｶﾞﾗｽ固化技術開発施設収入：474,368,221、

　雑益：351,781,740、その他の収益：377,508,987）

　ウ）資産の取得額：6,732,162,648

（建物：401,802,325、機械・装置：615,143,923、工具・器具・備品：1,587,594,297、

 建設仮勘定：2,414,871,046、その他の資産：1,712,751,057）

（３）運営費交付金債務残高の明細
(単位：円）

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

 （１）施設費の明細
(単位：円）

(注）当期交付額については、不用による国庫返還金を除いて計上している。

 （2）補助金等の明細
(単位：円）

前年度の損失処理による減少

合計 0 91,634,968,000 81,751,626,577 6,732,162,648 0 88,483,789,225 3,151,178,775

交付年度　 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

平成２７年度
費用進行基準を採用し
た業務に係る分

3,151,178,775

○全ての業務で費用進行基準を採用している。

○運営費交付金債務残高の発生理由は、翌事業年度への契約済繰り越し、契約差額が生じたことによる経費の
　 減少等に伴い、運営費交付金の収益化額が計画を下回り翌事業年度に繰り越したもの及び前払い金等経過
　 勘定によるもの。
　 （注：運営費交付金の収益化については、自己収入を優先的に充てることとしている。)
　　なお、本事業年度に実施すべき業務については、一部契約済繰り越しが発生しているが、中長期計画で予定した
　 業務に影響を与えるものではない。

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高については、翌事業年度において収益化等する予定である。

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額

当　期　振　替　額

期末残高
運営費交付金収益

資産見返
運営費交付金

資本剰余金 小　　計

平成２７年度 0 91,634,968,000 81,751,626,577 6,732,162,648 0 88,483,789,225 3,151,178,775

金　　額 内　　　　訳

費用進行
基準によ
る振替額

運営費交付金収益 81,751,626,577

資産見返
運営費交付金

6,732,162,648

資本剰余金 0

 計 88,483,789,225

区　　分

期末残高期首残高 当期増加額

区　　　　　　分

日本原子力研究開発機構
施設整備費補助金

区　　　　　　分 当期交付額
資産見返
補助金等

資本剰余金

前中長期目標期間繰越積立金 1,393,051,939 0 1,393,051,939

革新的実用原子力技術開発費補助金 97,028,292

収益計上 預り補助金等

摘　　　　要当期交付額

1,374,990,483

建設仮勘定
見返施設費

1,341,173,000 0 33,817,483

0 0 0 97,028,292 0

資本剰余金 その他

左の会計処理内訳

区 分 当期減少額

0

左の会計処理内訳

摘　　　　要
建設仮勘定

見返補助金等

摘　　要
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【　埋　設　処　分　業　務　勘　定　】
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